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A. 研究目的 

2023～2024年度にかけて行った日本の医療現場での

チャイルド・ライフ・スペシャリスト（Child Life 

Specialist, 以下、CLSとする）、ホスピタル・プレ

イ・スペシャリスト（Hospital Play Specialist, 

以下、HPSとする）、子ども療養支援士（Child Care 

staff, 以下、CCSとする）の実態調査で、それらの

職種が実際に担っている役割や支援を明らかにし

た。その結果から、CLS、HPS、CCS(以下、当該職種

とする)の業務と業務の細目を導いた（表1）。本研

究では、当該職種が実際に受けている教育・学習内

容が、それらの業務を実施する専門職を養成する内

容であるかを確認することを目的とする。また、わ

が国における当該職種の教育や認定の体制を整備す

るための資料とすることを目的に、CLSを支援し発展

させる中心的な役割を果たしているAssociation of 

Child Life Professionals（チャイルド・ライフ協

会, 以下、ACLPとする）へのヒアリングを実施す

る。 

 

B. 研究方法 

1. CLS、HPS、CCSの業務と教育・学習内容の照合 

CLS、HPS、CCSの教育内容・学習内容を、各団体のHP、

各団体へのヒアリング内容、教育に関するカリキュラ

ムやマニュアル等から確認し、当該職種の業務の細目

と照合して整合性を検討する。 

2. ACLPへのヒアリング 

ACLPの理事会会長にヒアリングを実施する。ヒアリン

グ方法は質問紙を用い、質問紙をメールで送り回答を

得る。回答は30分程度で可能な内容とする。ヒアリン

グ項目は、【教育とカリキュラム】認定の基準、大学

教育、教育に携わる人、実習指導の体制、認定方法・

認定機構、更新制度）、【雇用・社会的地位 / 認知度・

政策】雇用先、雇用条件、雇用人数、【協働・役割】遊

びを担う他の専門職、職種間の協働、心理社会的支援

の役割分担や協働、とする。 

 

C. 研究結果 

1. 教育内容の確認資料について 

CLS は、認定試験に必要な学習要件（Academic 

Eligibility Requirements）、チャイルド・ライフの倫

理規定（Child Life Code of Ethics）、チャイルド・

ライフのインターンシップカリキュラム（Child Life 

Clinical Internship Curriculum: Learning 

Modules)、教科書として使われている『Guidelines for 

the Development of Child Life Programs in Health 

Care Settings』を用いた。 

英国のHPSは、ヘルス・プレイ・スペシャリストの職

務内容（ Health Play Specialist. Occupation 

duties）、HPS登録の条件、分担研究者が実施したヒア

リングの内容を用いた。 

日本のHPSは、教育内容に関する文献、分担研究者が

実施したヒアリングの内容、受講生からの講義項目の

聞き取り内容を用いた。 

CCSは、HP上の教育内容、『子ども療養支援士認定コー

ス実習プログラム：受講生ハンドブック』、分担研究者

が実施したヒアリングの内容を用いた。 

2. 業務・業務の細目と教育内容との照合 

当該諸種の 12 項目の業務とその細目は、日本で働く

当該職種が学習した項目と合うものであった（表 2）。

それらの特徴を下記に示す。 

I. 遊びの支援（表2-1） 

遊びに関する多くの講義があり、遊びの基礎知識だけ

でなく、歴史や他の様々な支援とつながる内容となっ

ていた。 

II. 子どもの理解を促す支援（表2-2） 

遊びや対処行動を含んだ内容となっており、これらの

研究要旨： 

日本の医療現場でのCLS、HPS、CCSの業務の細目とそれぞれの職種の教育・学習内容を照合し、整合性を検討し

た。その結果、CLS、HPS、CCSが学習している項目は、業務の内容を網羅していた。今回の調査では、専門職を

育てる教育の質や質の担保の確認はできず、今後、教育体制について医療関係の専門職や教育の専門家なども含

めて検討していく必要がある。 
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支援をCLS、日本のHPS日本、CCSは「プレパレーショ

ン」と表現していた。 

III. 対処行動・疼痛緩和への支援（表2-3） 

ストレスや苦痛を評価して、遊びを用いた支援を行う

内容となっていた。処置への対処の手法を日本のHPS、

CCSは「ディストラクション」と表現していた。 

IV. 家族・きょうだいへの支援（表2-4） 

医療を受ける子どもがいる場合の家族やきょうだい

への影響と支援の方法が主な内容であった。 

V. グリーフに対する支援(表2-5) 

グリーフとその支援に関する基礎知識が主な内容で

あった。HPS（日本）は、上級HPS養成教育で扱う内容

であった。 

VI. 子どものための Patient-and-Family-Centered 

Care(PFCC)の理念に基づく実践（表2-6） 

PFCC についてと子どもの権利について学ぶ内容であ

った。 

VII. チーム医療・組織の中での役割（表2-7） 

多職種チームの中での役割とコミュニケ―ションが

主な内容であった。 

VIII. その他の支援・役割（表2-8） 

IX. 根拠に基づく支援の探求（表2-9） 

研究や終了プロジェクトへの取り組みを通して学ぶ

内容であった。 

X. 学生・ボランティアへの対応（表2-10） 

主にボランティアへの支援や協力に関する内容であ

った。 

XI. 専門職としての業務管理（表2-11） 

倫理的な視点を扱う内容であった。 

XII. 医療情報に関する知識と医療安全に配慮した業

務（表2-12） 

3. 教育レベルと講義と実習の時間数 

CLS の認定を受けるには、大学教育課程を終了してい

ることが必要となる。受講する講義時間数は大学修了

に必要な単位数となり、修士課程の場合40-60単位の

ため525時間前後となる。また、実習に相当するイン

ターンシップを600時間以上、その前にプラクティカ

ムを60時間以上行うことが必要である。 

英国のHPSは、大学と職場が一体となった2年間のコ

ースを終了する必要がある。働きながら、大学の講義

を様々な方法で受ける。講義は基本的に週1回であり、

480時間程度と考えられる。また、年間200時間以上、

合計400時間以上の実習が必要となる。 

日本のHPS養成コースは、学校教育法105条に基づく

教育であり、大学とホスピタルプレイ協会が連携し開

講している。資格認定は大学が行っている。2 つのコ

ースがあり、平日開講の半年間の講座と、主に週末開

講の1年間の講座である。どちらも31日間の講義（15

日の実習を含む）1 日の口頭試問、課題があり、講義

時間は約250時間で、実習は160時間である。 

子ども療養支援士は、NPO 法人子ども療養支援協会に

よる認定資格である。1年間のコースで約 170時間の

講義と700時間以上の実習を行う。 

4．ACLPへのヒアリング 

ACLPでのヒアリングは、調査時点での理事会会長から

回答を得られた。CLSの教育の質の向上に向けた動き、

認定機構の役割や職能団体との違いについて明らか

になり、認定機構設立に関する経験的な意見が共有さ

れた。 

①承認された大学教育プログラムの創設 

CLS になるためのトレーニングを、以前はプラクティ

カムとインターンシップに頼っていた。しかしACLPは、

学問的な標準化がされていなく、教育の質に一貫性が

なかったことに問題を感じ、ACLPに承認された大学教

育プログラムを創設した。これによる利点は、CLS 認

定プロセスの合理化、CLS の資質や能力に即した一貫

性のある質の高い教育の提供、学生が信頼できる教育

課程の提供、教育機関の入学者の増加と臨床との連携

強化であった。現在 ACLP に承認されているプログラ

ムは、学士課程が 8 コース、修士課程が 12 コースで

ある。 

②認定について 

Child Life Certification Commission(以下、CLCC)

が認定プロセスの責任を負う機関であり、認定された

CLS が、実践において必要な高い基準を満たしている

ことを保証することを目的とする機関である。CLCCは、

資格の設定、認定試験の開発と維持倫理的・専門的基

準の維持など、認定と再認定のあらゆる側面を管理し

ている。現在、CLCCはthe National Commission for 

Certifying Agencies: NCCA(全米資格認定委員会)の

認定を受けている。 

CLCCとACLPの役割の違いは、CLCCは、実践からの根

拠に基づき、最低限求められる能力を明確にすること

で一般市民を守ることであり、ACLPはマーケティング

やアウトリーチ活動、一般市民への啓発活動、革新的

な戦略を通じてチャイルド・ライフという職業の発展

を目指すことである。 

また、現在、CLS は認定資格であり、州政府の免許で

はない。その理由は主に、柔軟性、入手しやすさ、費

用対効果、チャイルド・ライフの自治性である。州政

府による免許制度は法的に守られるという利点があ

る。一方で、認定資格にすることによって医療機関の

とのパートナーシップや分野を超えたチームへの参

加が可能になっており、ACLPがチャイルド・ライフの

信頼性を提唱することができた。 

③認定機構の設立について 
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CLCCのような認定機構を作るにあたり、専門職に関す

るそれぞれの団体の合意形成は極めて重要である。ポ

イントは5点で、1.ステークホルダーエンゲージメン

ト：初期の段階で各専門団体の主要な利害関係を関与

させる。それぞれの団体と話し合い、懸念、ニーズ、

目標を理解し、信頼関係を築くことが重要となる。2.

役割と基準の明確な定義：それぞれの団体や職種の共

通性を反映させた、能力、教育要件、倫理基準を策定

する。3. 比較分析：他の団体の成功例や課題を調査し

て参考にする。4. 法的・制度的な支援：何らかの法律

や制度的な後ろ盾が必要かどうかを検討して、関連す

る機関との関係作りを始める。5.継続的なコミュニケ

―ション：定期的な話し合いを通して、整合性の確保

や誤解の予防をする。 

 

D. 考察 

CLS、英国のHPS、日本のHPS、CCS、どの職種も、学習

すべき項目は当該職種の業務・支援を網羅していた。

業務の1つ1つの細目については、学習項目に明記さ

れていない内容もあったが、それぞれ実習時間が確保

されており、講義で学んだことを確認したり応用する

プログラムが組まれ、業務の細目を経験できる内容に

なっていると示唆された。また、世界中でおこってい

る心理社会的ケアを促進するプログラムの発展は、い

ずれも概して、子どもの健康に関する分野における子

どもの権利擁護関係者による学術的団体により支援

されていることがわかっており（田中,2013）、また、

当該職種が子どもを権利の主体と位置づけて医療に

取り組める環境を整える（平田,2013）ためにも、当該

職種が子どもの権利について学ぶことは重要である。

どの職種も、「患者・家族中心の医療」や「チーム医療

の中での役割」を学ぶことで、子どもの権利や子ども

の視点を身につける内容となっていた。以上より、日

本で働く当該職種は、業務を実施するために必要な項

目の教育を受けているといえる。 

一方で、それぞれの職種の教育課程に違いがあり、受

けている講義の数や時間数、実習の時間数や実習指導

体制に違いがあった。それらは、教育の質の部分であ

り、専門職として働く業務内容の質にかかわるもので

ある。今回の調査の限界として、教育・学習項目と業

務項目が合うことは確認できたが、教育の質に関して

は不明なことである。ACLPが承認する大学教育プログ

ラムを創設した経緯のように、一貫性のある教育や学

問的な標準化が、わが国でも求められると考える。 

また、H24年度厚労科学研究成果報告に当時の CLSと

HPSの養成課程やカリキュラム（田中,2013）、CLSの

認定要件（赤坂,2013）が示されているが、CLSはACLP

が承認する大学プログラムを創ったり、HPS は国から

の支援によって働きながらトレーニングを受けるシ

ステムへの変化があったり、当時よりも教育システム

や実習時間の延長などの変化がり、専門家職の教育が

発展していることがうかがえた。教育内容は常に更新

していくことが必要といえる。 

わが国において、当該職種が専門職として認められ、

その質を保って働くために、どのような教育体制が求

められるのか、また、専門性をどのように担保してい

くか、文化や医療制度の違いはあるものの、ACLPの経

験や変化を支えた考え方も参考となる。今後、当該職

種だけでなく、関連する専門職、教育関係の専門家、

さらに必要であれば第三者性を担保できる専門家を

交えて、当該職種の専門教育と質の担保について検討

していくことが求められている。 

 

E. 結論 

 当該職種のそれぞれの養成課程で学習する項目

は、日本で業務を実施するために必要な項目を網

羅していた。 

 当該職種が日本で専門職として働くための教育

課程やその質の担保について、様々な職種や専門

家、さらに第三者性を担保できる専門家を交えて、

検討していく必要がある。 

 

F. 研究発表 

1． 論文発表 

該当なし 

2． 学会発表 

該当なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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https://www.childlife.org/docs/default-source/certification/child-life-code-of-ethics.pdf
https://www.childlife.org/docs/default-source/certification/child-life-code-of-ethics.pdf
https://www.childlife.org/docs/default-source/certification/child-life-code-of-ethics.pdf
https://www.childlife.org/docs/default-source/certification/internships/internship-curriculum-modules.pdf
https://www.childlife.org/docs/default-source/certification/internships/internship-curriculum-modules.pdf
https://www.childlife.org/docs/default-source/certification/internships/internship-curriculum-modules.pdf
https://www.instituteforapprenticeships.org/apprenticeship-standards/st0829-v1-0
https://www.instituteforapprenticeships.org/apprenticeship-standards/st0829-v1-0
https://www.instituteforapprenticeships.org/apprenticeship-standards/st0829-v1-0
https://sohps.org.uk/a-typical-play-specialist/
https://sohps.org.uk/a-typical-play-specialist/
http://kodomoryoyoshien.jp/course0/course1/
http://kodomoryoyoshien.jp/course0/course1/
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表1 当該職種の業務の細目 
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表2 業務の細目と当該職種それぞれの学習項目 

表2-1 遊びの支援 

 

表2-2 子どもの理解を促す支援 



75 
 

 
 

表2-3 対処行動・疼痛緩和への支援 

 
表2-4 家族・きょうだいへの支援 
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表2-5 グリーフに対する支援 

 
表2-6 子どものためのPFCCの理念に基づく実践 
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表2-7 その他の支援・役割 

 

 

表2-8 チーム医療・組織の中での役割 
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表2-9 根拠に基づく支援の探求 
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表2-10 学生・ボランティアへの対応 

 

表2-11 専門職としての業務管理 

 
表2-12 医療情報に関する知識と医療安全に配慮した業務 
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